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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第71期

第３四半期累計期間
第72期

第３四半期累計期間
第71期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (千円) 7,036,790 7,197,342 10,509,684

経常利益又は経常損失（△） (千円) △168,828 △196,823 68,343

当期純利益又は四半期純損失（△） (千円) △127,828 △109,048 98,471

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) － － －

資本金 (千円) 570,000 570,000 570,000

発行済株式総数 (株) 7,200,000 7,200,000 7,200,000

純資産額 (千円) 4,443,487 4,638,035 4,622,523

総資産額 (千円) 11,157,725 11,733,817 11,275,653

１株当たり当期純利益金額又は四半期
純損失金額（△）

(円) △17.82 △15.33 13.74

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

１株当たり配当額 (円) － － 12.00

自己資本比率 (％) 39.8 39.5 41.0
 

 

 

回次
第71期

第３四半期
会計期間

第72期
第３四半期
会計期間

会計期間
自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

１株当たり四半期純損失金額
（△）

(円) △8.19 △4.01
 

(注) １. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

 
２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は、前事業

年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 
２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、好調な企業業績に支えられた、雇用・所得環境の改善などにより、

緩やかな景気回復の動きが見られるものの、新興国の成長鈍化や、北朝鮮情勢などの地政学的なリスク等から、先行

き不透明な状況になっております。

　このような事業環境の中、原子力発電所からの受注は減少したものの、主要顧客である製造業からの受注に加え、

中国からの受注が堅調に推移したこと等から、売上高は71億97百万円と前年同四半期比で2.3％の増となりました。

　一方、利益面では、商品原価率の改善があったものの、売上総利益は前年同四半期比1.5％増の21億４百万円にとど

まりました。これは、将来に向けての新製品開発等に伴う機械、金型の減価償却増加や、各種製品の供給体制強化に

伴う諸経費増加等が続き、製品原価率が上昇したためであります。

　また、販売費及び一般管理費は、営業活動強化に伴う人件費を中心にした諸経費増加等から、前年同四半期比3.0％

増の23億６百万円となりました。

　以上の結果、営業損失２億２百万円（前年同四半期は営業損失１億66百万円）、経常損失１億96百万円（前年同四

半期は経常損失１億68百万円）となりました。また、法人税等の更正による還付金が32百万円あったこと等から、四

半期純損失は１億９百万円（前年同四半期は四半期純損失１億27百万円）となりました。

 
(2) 財政状態の分析

（総資産）

総資産は、前事業年度末に比べて４億58百万円増加し、117億33百万円となりました。

（流動資産）

流動資産は、前事業年度末に比べて３億58百万円増加し、71億23百万円となりました。

これは、主として商品及び製品が６億47百万円増加、電子記録債権が２億71百万円増加、受取手形及び売掛金が

５億77百万円減少、現金及び預金が１億21百万円減少したことなどによるものです。

（固定資産）

固定資産は、前事業年度末に比べて１億円増加し、46億９百万円となりました。

これは、主として投資その他の資産が３億13百万円増加、有形固定資産が２億８百万円減少したことなどによる

ものです。

（流動負債）

流動負債は、前事業年度末に比べて６億82百万円増加し、55億92百万円となりました。

これは、主として短期借入金が９億円増加、１年内返済予定の長期借入金が２億16万円減少、電子記録債務が１

億５百万円減少したことなどによるものです。

（固定負債）

固定負債は、前事業年度末に比べて２億39百万円減少し、15億２百万円となりました。

これは、主として長期借入金が２億85百万円減少したことなどによるものです。

（純資産）

純資産は、前事業年度末に比べて15百万円増加し、46億38百万円となりました。

これは、主としてその他有価証券評価差額金が２億10百万円増加、利益剰余金が１億94百万円減少したことなど

によるものです。

この結果、当第３四半期会計期間末の自己資本比率は39.5％となりました。

EDINET提出書類

株式会社　重松製作所(E02383)

四半期報告書

 3/16



(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第３四半期累計期間の研究開発費の総額は２億90百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 24,000,000

計 24,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年２月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 7,200,000 7,200,000
東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数は100株でありま
す。

計 7,200,000 7,200,000 ― ―
 

(注)　平成29年５月16日開催の取締役会決議により、平成29年10月１日をもって単元株式数を1,000株から100株に変

更しております。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年12月31日 ─ 7,200,000 ─ 570,000 ─ 272,577
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成29年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式)
普通株式　88,500

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

7,106,800
71,068 ―

単元未満株式
普通株式

4,700
― ―

発行済株式総数 7,200,000 ― ―

総株主の議決権 ― 71,068 ―
 

(注)　１「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権10個)含ま

れております。　

２ 単元未満株式数には当社所有の自己株式70株が含まれております。

② 【自己株式等】

平成29年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社重松製作所

東京都北区西ケ原１－26－１ 88,500 ─ 88,500 1.23

計 ― 88,500 ─ 88,500 1.23
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成29年10月１日から平成29年

12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、明治アーク監査法人により四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,352,802 1,231,101

  受取手形及び売掛金 2,455,024 ※２  1,877,269

  電子記録債権 68,922 340,319

  商品及び製品 1,511,668 2,159,604

  仕掛品 397,824 440,845

  原材料及び貯蔵品 762,389 831,906

  その他 217,247 242,858

  貸倒引当金 △42 △30

  流動資産合計 6,765,837 7,123,874

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 1,467,605 1,414,314

   その他 2,190,741 2,035,275

   有形固定資産合計 3,658,347 3,449,589

  無形固定資産 91,198 86,968

  投資その他の資産 760,270 1,073,383

  固定資産合計 4,509,816 4,609,942

 資産合計 11,275,653 11,733,817

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 750,909 ※２  846,972

  電子記録債務 1,936,094 ※２  1,830,789

  短期借入金 1,100,000 2,000,000

  1年内返済予定の長期借入金 651,994 435,000

  賞与引当金 170,940 69,198

  その他 300,646 410,865

  流動負債合計 4,910,584 5,592,825

 固定負債   

  長期借入金 910,000 625,000

  退職給付引当金 269,462 242,751

  その他 563,083 635,205

  固定負債合計 1,742,545 1,502,956

 負債合計 6,653,130 7,095,782

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 570,000 570,000

  資本剰余金 272,577 272,577

  利益剰余金 3,437,895 3,243,493

  自己株式 △55,892 △56,904

  株主資本合計 4,224,580 4,029,166

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 397,943 608,868

  評価・換算差額等合計 397,943 608,868

 純資産合計 4,622,523 4,638,035

負債純資産合計 11,275,653 11,733,817
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

売上高 7,036,790 7,197,342

売上原価 4,963,488 5,092,647

売上総利益 2,073,301 2,104,694

販売費及び一般管理費 2,239,443 2,306,999

営業損失（△） △166,141 △202,305

営業外収益   

 受取利息 417 242

 受取配当金 12,785 12,512

 受取ロイヤリティー 14,013 21,201

 その他 10,331 11,242

 営業外収益合計 37,548 45,198

営業外費用   

 支払利息 17,480 14,152

 売上割引 16,981 17,256

 その他 5,773 8,307

 営業外費用合計 40,235 39,716

経常損失（△） △168,828 △196,823

特別損失   

 固定資産除却損 6,844 71

 特別損失合計 6,844 71

税引前四半期純損失（△） △175,673 △196,894

法人税、住民税及び事業税 4,645 4,392

法人税等の更正、決定等による納付税額又は還付税
額

－ △32,119

法人税等調整額 △52,490 △60,118

法人税等合計 △47,844 △87,845

四半期純損失（△） △127,828 △109,048
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

１　受取手形割引高

 

前事業年度

(平成29年３月31日)

当第３四半期会計期間

(平成29年12月31日)

受取手形割引高 1,542,294千円 1,206,569千円
 

 

※２　四半期会計期間末日満期手形及び電子記録債務の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処

理しております。

なお、当第３四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形及び電子

記録債務を満期日に決済が行われたものとして処理しております。

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成29年12月31日)

受取手形 －千円 368千円

支払手形 －千円 2,543千円

電子記録債務 －千円 195,453千円
 

　

３　偶発債務

当第３四半期会計期間において、当社が過去に製造し、欧州にて販売した吸収缶の一部の製品について、社内の検

査により不具合が発見されました。

不具合原因についてはすでに社内調査の上で対応は完了しておりますが、本四半期報告書提出日現在において顧客

への販売済製品にかかる不具合対応は継続中であります。

今後引き続き、本件対応にかかる各種の費用が発生する可能性がありますが、現時点においてもその影響額を合理

的に見積もることは困難であり、当事業年度の当社の業績に影響が生じる可能性があります。
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間 当第３四半期累計期間

 

(自　平成28年４月１日

　至　平成28年12月31日)

(自　平成29年４月１日

　至　平成29年12月31日)

減価償却費 371,189千円 487,270千円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 71,733 10.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金
 

 

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

当第３四半期累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日
定時株主総会

普通株式 85,353 12.00 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金
 

 

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社の事業は、労働安全衛生保護具の製造販売の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期累計期間

(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

(1) １株当たり四半期純損失金額(△) △17円82銭 △15円33銭

(算定上の基礎)   

四半期純損失金額(△)(千円) △127,828 △109,048

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る四半期純損失金額(△)(千円) △127,828 △109,048

普通株式の期中平均株式数(千株) 7,173 7,112
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成30年２月14日

 

株式会社　重松製作所

取締役会　御中

明治アーク監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　三浦　昭彦　　　　　　印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　橋本　純子　　　　　　印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　後藤　正尚　　　　　　印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社重松製

作所の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第72期事業年度の第３四半期会計期間(平成29年10月１日から平成

29年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社重松製作所の平成29年12月31日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

　

強調事項

　注記事項（四半期貸借対照表関係）３ 偶発債務 に記載されているとおり、当第３四半期会計期間において、会社が

過去に製造し、欧州にて販売した吸収缶の一部の製品について、社内の検査により不具合が発見された。不具合原因に

ついてはすでに社内調査の上で対応は完了しているが、本四半期報告書提出日現在において顧客への販売済製品にかか

る不具合対応は継続中である。

　今後引き続き、本件対応にかかる各種の費用が発生する可能性があるが、現時点においてもその影響額を合理的に見

積もることは困難であり、当事業年度の当社の業績に影響が生じる可能性がある。

 
　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
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利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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